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韓国の基本情報 

主要産業で世界をリードする韓国・日本 
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出所：造船関係資料（社団法人 日本造船工業会）

4,869万人（2008年現在） 

9万9,678平方キロメートル 

ソウル 

9,287億ドル（2008年） 

19,505ドル（2008年） 

韓国ウォン 

2,011億4,400万ドル（2008年）金を除く 
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■世界の薄型テレビの売上や携帯電話の生産量は、韓国のサムスン電子をはじめ韓国・日本企業で上位を占めています。 

■韓国の造船業は受注量で世界の4割のシェアを
占め、日本と併せると世界のシェアの5割以上を
占めます。 

■自動車生産台数で、日本と韓国は世界のトップ5に
入っています。 
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テレビメーカー別売上シェア 
（2008年第4四半期） 

携帯電話メーカー別生産量 
（2008年第2四半期） 

造船国別受注シェア（2008年） 国別自動車生産台数（2008年） 

上記データは過去のものであり、将来の運用成果または投資収益を示唆または保証するものではありません。



堅調な韓国経済 

韓国の株式市場について 

韓国市場時価総額トップ10

出所：S&P（2009年10月末現在）

出所：ブルームバーグのデータを基にユナイテッド投信投資顧問が作成

■アジア通貨危機以降、韓国の自国通貨建て長期債
の格付けは段階的に引上げられ、現在では先進国の
水準に近づいています。 

■左のグラフは、日本の一人当たり名目GDPの推移と
2008年の韓国、中国、インドの一人当たり名目GDPが、
日本の過去のどの時点に位置するかを示したもの
です。 

■韓国の2008年の一人当たり名目GDPは約20,000
ドルで、日本の1980年代後半の水準となっています。 
アジア諸国の中で、成長著しい中国やインドに比べて
高い水準にありますが、まだまだ成長の余地がある
と言えるでしょう。 
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韓国のGDP成長率の推移 

出所：Asian Development Bank（2009年、2010年は予測値）
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出所：IMF、The World Bank
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アジアの主な株式市場の時価総額 
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出所：ブルームバーグのデータを基にユナイテッド投信投資顧問が作成
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韓国経済は1997年のアジア通貨
危機により大きな打撃を受けた
ものの、近年は安定的な成長を
続けていました。 
2008年の世界的な景気後退
でマイナス成長に陥りましたが、
2010年からは経済の回復が予想
されています。 

出所：ブルームバーグのデータを基にユナイテッド投信投資顧問が作成。
日本：東京証券取引所、中国：上海証券取引所、香港：香港証券
取引所、インド：インド国立証券取引所、韓国：韓国取引所、シンガ
ポール：シンガポール証券取引所

上記データは過去のものであり、将来の運用成果または投資収益を示唆または保証するものではありません。



投資リスク 

投資家の皆様におかれましては、投資信託説明書（交付目論見書）をよくお読みいただき、
当ファンドのリスクを十分ご理解のうえお申込みいただきますようお願い申し上げます。 
当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて、実質的に国内外の株式や債券など
値動きのある有価証券に投資しますので、当ファンドの基準価額は変動します。したがって、
元本が保証されているものではなく、これを割り込むことがあります。信託財産に生じた利益
および損失は、すべて受益者に帰属します。 
当ファンドおよび当ファンドが投資する投資信託証券の基準価額の変動要因の主なものは、
以下の通りです。 

取得の申し込みにあたっては、販売取扱会社にて契約締結前交付書面および最新の投資信託
説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認の上、ご自身でご判断ください。 

有価証券等の価格変動リスク 
株式や債券の価格は、内外の政治情勢、株式や債券を発行する企業の業績および信用状況等の変化の影響を
受け変動します。当ファンドは、投資信託証券を通じて、実質的に株式や債券などの有価証券へ投資しますので、
株式や債券の価格が下落した場合は、当ファンドの基準価額が値下がりする要因になります。 

為替変動リスク 
為替相場は投資対象国・地域の政治および経済情勢、通貨規制、資本規制等の要因により変動します。当ファンドは、
実質的に組入れた外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いませんので、為替相場の変動の影響を受け
ます。為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合は、当ファンドの基準価額が値下がりする要因になり
ます。 

カントリーリスク 
当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて韓国および日本の株式に投資します。そのため、当該国の政治、
経済および社会情勢等の変化ならびに法制度および税制度等の変更により、市場が混乱した場合、または取引に
対して新たな規制もしくは税金が課されるような場合には、当ファンドの基準価額が値下がりする要因になります。 

信用リスク 
有価証券の発行体において、経営不振、その他の理由により債務不履行が発生した場合、またはそうした事態が
予測される場合等には、当該発行体が発行する有価証券の価格は大きく下落し、当ファンドの基準価額が値下がり
することがあります。 

金利変動リスク 
当ファンドは、投資信託証券を通じて、債券に投資する場合がありますので、金利変動の影響を受けます。一般に
金利が上昇した場合には、既に発行され流通している債券の価格は下落します。また、残存期間の長い債券の
方が短い債券より金利の変化率が高い傾向にあります。したがって、金利上昇は、当ファンドが投資する投資信託
証券の基準価額に影響を及ぼし、当ファンドの基準価額が値下がりする要因になります。 

流動性リスク 
組入れ有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場規模の縮小や市場動向によって、組入れ有価証券
が当初期待される価格で売買できない場合、もしくは、機動的に売買できない場合には、当ファンドの基準価額
に悪影響を及ぼすことがあります。 

解約による資金流出に伴うリスク 
一部解約金の支払資金を手当てするために、当ファンドが投資している投資信託証券が組入れている有価証券等を
大量に売却する場合があります。この場合、市場規模や市場動向によっては、有価証券等を当初期待された価格で
売却できないことがあり、当ファンドが投資する投資信託証券および当ファンドの基準価額が値下がりする要因と
なります。また、主要投資対象とする投資信託証券に対し、多額の追加設定、一部解約等がなされた場合の資金
動向により、当ファンドの基準価額や運用が影響を受ける場合があります。 

（ご注意）以上は、基準価額の主な変動要因であり、変動要因はこれに限られるものではありません。 



お申込みメモ 

 
原則として、毎営業日に取得・解約の受付を行います。ただし、韓国の銀行休業日の前営業日もしくは韓国の
取引所の休業日の前営業日の場合は、翌営業日の受付とします。

1口以上1口単位もしくは1円以上1円単位として販売会社が定める単位

お申込み受付日の翌営業日の基準価額（当初募集期間は1口あたり1円）

ご解約受付日の翌営業日の基準価額とします。ご解約代金は、原則として、ご解約受付日から起算して6営業日目
からお支払いします。

約10年（平成21年12月1日より平成31年11月11日まで）

年1回、毎年11月10日（休業日の場合は翌営業日）

毎決算時に収益分配方針に基づいて分配を行います。ただし、基準価額水準、市況動向等によっては分配を
行わないことがあります。

原則として、収益分配時の普通分配金ならびに換金（解約）時の値上がり益および償還時の償還差益に対して
所定の税率により課税されます。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

当ファンドのお申込みに関しては、クーリングオフの適用はありません。

取 得 申 込 ・
解約請求の受付 

お申込み単位  

お申込み価額  

ご 解 約 価 額  
 

信 託 期 間  

決 算 日  

収 益 分 配  
 

課 税 関 係  
 

クーリングオフ 

委託会社およびその他の関係法人 

ユナイテッド投信投資顧問株式会社 
信託財産の運用指図等を行います。

住友信託銀行株式会社（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 
信託財産の管理業務等を行います。

藍澤證券株式会社 
受益権の募集の取扱い・販売を行い、投資信託説明書（交付目論見書）および運用報告書の交付、信託契約の一部解約に関する事務、
収益分配金の支払い、収益分配金の再投資および償還金の支払いに関する事務等を行います。

委 託 会 社  

受 託 会 社  

販 売 会 社  

■本資料は、ユナイテッド投信投資顧問株式会社が作成した販売用資料です。■本資料は、平成21年10月30日現在の内容を記載しております。■本資料に
記載している各事項は、現時点または過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆または保証するものではありません。■当ファンドは預金保険および保険
契約者保護機構の保護の対象とはなりません。■有価証券関連業を行う第一種金融商品取引業者以外の金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護
基金の支払対象ではありません。

委託会社の電話番号 03-5542-7150（受付時間 営業日の午前9時～午後5時） 
委託会社のインターネット・ホームページ　http://www.unitedinv.co.jp/

ファンドにかかる費用等（お客様には以下の費用をご負担いただきます。） 

 

お申込み価額に対して上限3.15%（税込）
詳しくは販売会社にお問合わせください。

 

ありません。

ありません。

 

純資産総額に対して年率1.976%（税込）±0.05%（概算）
（ユジンAIZ韓日グッドチョイス・エクイティ・フィーダーファンド1号を95%、ユナイテッド日本債券ベビーファンド
（適格機関投資家向け）を5%組入れた場合の数値）

有価証券等の取引に伴う手数料（売買委託手数料、保管手数料等）、監査費用、信託財産に関する
租税、信託事務の処理等に要する諸費用等。なお、その他の費用は、当ファンドが投資対象とする
投資信託証券においても、当該投資信託証券より実費として間接的にご負担いただきます（その他の
費用については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すことができません）。

　お申込み時に直接ご負担いただく費用 

お申込み手数料 

　ご解約時に直接ご負担いただく費用 

解 約 手 数 料  

信託財産留保額 

　投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用 

実質的な信託報酬 
 
 

そ の 他 の 費 用  


